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　皆さんこんにちは。鳴門教育大学の石坂と申します。私も創価大学を卒業しており
まして，22期生でございます。学部生の時に創立者の「四権分立」の構想に出会いま
して，大崎先生の授業もちょっと聴講しまして，ぜひ勉強したい，研究したいと思
い，研究生活を始めました。
　私の方からは，「四権分立の可能性」ということでコスタリカの制度について発表
させていただきます。
　コスタリカという国は聞かれたことがありますでしょうか。中米で，アメリカ大陸
で一番スリムになっているところで，パナマ運河がここにありますが，コスタリカは
パナマの隣にある小さな国です。私は，コスタリカ大学に四年間留学し，コスタリカ
と日本の教育政策・制度に関する比較研究で博士論文を執筆しました。
　先ほど大崎先生のほうから紹介がありましたので省きますが，四権分立の構想につ
いては創立者が何度も様々な場面で提言されていまして，96年のコロンビア大学での
講演，一番内容的に詳しく提言されているのは2000年の教育提言の「教育のための社
会」があります。同提言では，「教育センター」を設置することを提案されています。
「教育センター」とは政治的に独立した恒常的な市民の教育の政策について審議する
場を意味しています。先ほども小山内先生からお話がありましたように，牧口先生の
思想の中にも同様な考えが入っており，教育の専門家が集まり教育政策について立案
する「教育参謀本部」の設置や，視学官による学校経営の監視を防ぐための学校自治
権の確立について『創価教育学体系Ⅲ』の教育制度論に書かれています。
　日本語で教育権といえば，権利という部分と，もうひとつは教育行政，教育立法あ
るいは司法というところで権力あるいは権能といった意味合いがあります。四権と
いったときに行政権，司法権，立法権に対するという意味においてはその中ではやは
り権能という部分に触れなければならないと思います。その中には政策を立案すると
か，法案を立案するとか，教育行政あるいは教育関連の裁判などが教育権の中に含ま
れてくることになります。もうひとつの部分は，権利としての教育権です。教育を受
ける権利という視点から見たときに，享受される教育内容がそもそも国家権力から干
渉を受けてしまう懸念がある。そのため，なるべく国家権力から干渉を受けないよう
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にすることを考えないといけません。国家権力の脅威という面から考えれば，国家主
義であるとか，あるいは経済成長のための教育，ネオリベラリズムという政治的な思
想が根底に存在します。こういった政治的な思想の影響からいかに自分たちの教育を
守って行くのかが重要な課題になってくると思います。その意味で，現代において
は，牧口先生や池田先生が提案されている，学校における教育の自治，教育政策の政
治的中立性が大事になってくるといえるでしょう。また，教育の内容については，他
人任せにするのではなく，市民（国民），親，教育者，教育を受ける側の子どもたち，
すべてのステークホルダーが教育についてきちっと考えるそういう場が必要になって
くるのではないかと考えました。
　四権分立の具体化のレベルとしては，創立者の提案された「教育国連」という機関
の設立など世界的レベルの制度，「教育センター」や「教育参謀本部」など国レベル
の制度，またもうちょっと学校現場に近いレベルの制度をどうするのかというふう
に，主に 3つのレベルで考えなければならないと思います。国レベルでは先ほどご紹
介しました教育権の独立の確保が必要となりますが，具体的には，「教育センター」
などにおいてなるべく多様なステークホルダーが教育政策・法案・予算案などについ
て議論し，教育に関する公益をきちっと教育分野で確保することが必要となるでしょ
う。地域や学校レベルにおいても，国レベルではカバーできない地域の実情に沿った
教育政策・行政・内容について多様なステークホルダーが話し合う場が必要になって
くると思います。
　日本における教育権の現状を見てみましょう。ここ最近，15年間くらいの教育政策
の移り変わりを振り返ってみたいと思います。長かった自民党政権から2009年に民主
党政権に交代したものの，また2012年から自民党へと政権が引き継がれました。この
ような変化の中，教育政策の内容は右往左往しています。自民党政権では，小泉政権
から安倍・福田・麻生政権に至るまで，教育の自由化推進，愛国心教育を盛り込んだ
教育基本法改正，教員免許更新制度の創設などが政治主導で推し進められた。これに
対し，民主党政権下では，高校無償化，教員免許更新制の廃止の検討，学力調査のサ
ンプル調査化など，日教組等への配慮が色濃く出ました。この後，第二次安倍政権下
では，道徳教育教科化，学力調査の全数調査化，高校無償の所得制限の設置，英語教
育強化などが矢継早に提示されました。他方，学習指導要領は遵守すべき基準として
の意味合いが徐々に強まってきており，一貫として教育内容を規定する働きをしてい
ます。また，中教審を通じた政策方針の実質的策定という伝統も変わっていません。
　第二次安倍政権下で設置された教育再生実行会議は，首相による直接的な教育政策
の立案を実質的に推し進めています。文科省下の中教審は文科省の影響下にあると言
えますが，教育再生実行会議が存在することで，中教審の役割は，同会議の提案を確
認するという役割に実質的に変わってきてしまっています。ですので，今の教育再生
実行会議を中心とした教育政策の立案というのは，より政治的な色合いが強くなると
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いうことが言えると思います。
　地方レベルではどうでしょうか。教育委員会の委員というのは皆さんご存知かと思
いますが，委員長と教育長という 2人の長が実質的に存在します。法律上は委員長が
教育委員会のトップなんですが，普通の委員とともに非常勤の職員が就任します。他
方，教育長は通常教育ないし行政のプロが就任しますし，常勤職員です。ですので，
やはりそこでの大きな差が出てきます。教育長は教員経験者が就いたり，そうでない
人が就いたときは次長が就いてサポートします。そういう意味で，事務的な仕事を見
つつ，教育委員会で話し合う内容についても教育長がリーダーシップを取って教育長
が内容を決めているのが現状です。あと，最近といっても10数年前から，学校評議員
制度であったりコミュニティースクール，これは学校運営協議会を学校に作って学校
における教育内容について意見を出したり，重要内容について承認したりするように
なって来ています。学校全体の約10％がこのような学校運営協議会を組織していま
す。ただ，運営する上で様々な問題が出てきています。例えば，教育委員会から協議
会用の予算が出ていないので本当に集まって話すしかできない，という部分での予算
不足であったり，父母間での認知度の違い，また協議会に参加する親御さんは母親が
多いんですがなかなか発言できないという問題が生じています。
　これは教育委員会を取り巻く位置関係，組織間の関係を表した表ですが，基本的に
は教育長が中心になって動かしているということが分かります。地方公共団体の首長
（知事，市長）が委員を任命できるようになっているのでそこで政治的影響力が発揮
されてしまっているのが現状です。
　こちらの図は，現在，安倍政権が考えている教育委員会の改革案を示しています。
先ほどの図と比べていただくと少し違いがわかると思いますが，新しい教育長に教育
委員長の権限を全部与えてしまって，教育委員は答申するだけで，意見を言うだけと
いう役割に限定する，これによって教育長の権限を高めようということを今の安倍政
権は考えています。
　最近有名になりました，しかし少し下火にもなってきているようですが，大阪市の
橋下市長の政策にも注視する必要があります。橋下市長は次々と様々な条例を成立さ
せていて，市長あるいは知事として教育政策・内容に干渉できるように教育委員会制
度の改革に取り組んでいます。例えば，教育振興基本計画というものを作成する努力
が地方に求められているのですが，その作成に知事が参加できる，大きなリーダー
シップを発揮できるとしたり，また教育委員の自己点検評価を課すという文言を条例
の中に入れています。また，大阪市や大阪府では「学校運営協議会」ではなく「学校
協議会」を各学校で組織するのですが，「学校運営協議会」であれば学校運営方針の
検討・承認ができるのですが，大阪市や大阪府の「学校協議会」は学校側に対し意見
を述べる権限だけが与えられています。
　では，コスタリカの現状について説明したいと思います。コスタリカの首都はサ
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ン・ホセで太平洋とカリブ海のちょうど真ん中に位置しています。人口は大体500万
人くらいです。コスタリカがどんな国かといいますと，1949年に内戦を数か月経験す
るも，軍隊を廃止し平和憲法を制定しました。軍事予算をすべて福祉・教育予算にま
わしたこともあり，他の中米諸国のような内戦を経験せず中南米でも比較的豊かで，
教育程度も高い国となりました。
　コスタリカの教育権の現状についてはどうでしょうか。憲法の78条には，GDP比
6％の金額を教育予算に配分しなければならないとしており，さらに2010年に憲法が
改正がされ，2014年には GDP比 8 ％にしなければならないとの目標も憲法で制定さ
れています。その他，日本の憲法と同じように教育を受ける権利についても言及され
ています。憲法の81条に教育最高評議会を設立しなければいけないという規定があり
まして，その設立法によって1951年に実際に教育最高評議会が設立されています。こ
の最高評議会というのは，基本的に教育に関する内容すべてを審議します。構成メン
バーには，まず教育大臣が議長となるほか，大統領が選んだ元教育大臣が 2名なるこ
とになっています。この元教育大臣は，野党出身者であってもかまわないですし，実
際に選ばれてもいます。その点では，伝統的に政治中立的に選任されていることがう
かがえます。また，その他のメンバーとしては，コスタリカ大学から 1名，中等教育
の代表が 1名，幼児初等教育の代表が 1名，教員組合の代表が 1名が入り，計 7名で
構成されています。これらの代表はそれぞれの分野・組織において選挙などで選ばれ
ています。例えば中等教育であれば中等教育学校の校長が選挙権と被選挙権を持って
いますし，幼児初等教育であれば地方教育事務所，これは教育委員会のようなもの
で，そこに所属する指導主事や小学校の校長先生が選挙権と被選挙権を持っていま
す。また，教員組合については最大組織である一つの教員組合内において選挙が伝統
的に行われています。教育最高評議会の会議は月に 5回，それぞれのメンバーが自分
の職場から集まってこれる夕方の時間帯に行われています。もちろん，メンバーは評
議会内においては各所属団体の利害から中立であることが義務付けられています。こ
の評議会には事務局長，これが日本で言う教育委員会における教育長のような立場
で，教育省の職員が任命されています。とは言っても，この事務局長になるには， 5
年間の教職経験が必要であると法律に明記されています。事務局長は評議会に参加し
なければならず，発言権は認められていますが議決権はありません。ここが日本の教
育長とは大きく違うところと言えます。
　他方，地方レベルには，日本の教育委員会に相当する地方教育事務所があります。
日本の教育委員会と比べて地方教育事務所というのはあまり強い権限を持っていませ
ん。どちらかというと教育省の決定した事柄をそのまま実施することが多いのが現状
です。学校側にも，日本の学校運営協議会に相当する組織があり，教育審議会・行政
審議会というものですが，学校の予算を管理することが主な役割となっています。そ
れぞれの審議会のメンバーには地域住民・父母・元教員などの代表が市によって選ば
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れています。ただこのとき，メンバーは学校から提出された候補者リストの中から選
ばなければならないことになっています。このようにそれなりに政治中立的にメン
バーが選ばれるものの，審議会自体は学校予算を管理することに主目的が置かれてお
り，学校内の教育内容にはほとんどタッチできていないのが現状です。
　ここまで，日本とコスタリカの教育権の現状について簡単にですが説明しました。
以上のようにそれぞれの国の制度の中に創立者の提案された四権分立，教育権の独立
に適うような制度・組織があることがご理解いただけたと思います。では次に，これ
らの制度・組織の現状に鑑み，教育権の適正な独立をさらに確保するためにはどのよ
うな改革案が考えられるのかについてみていきたいと思います。
　コスタリカでは，まず国の教育内容を決める教育最高評議会の権限強化が考えられ
ると思います。現段階でも予算は評議会が独自にもてるため，教育省を介することな
く一法人として直接契約を結ぶことができます。ただ，問題なのが予算額が少ないこ
とです。どうしてもよりよい政策を立案するにはそれを担保する研究・調査が必要で
す。また，よりよい政策を立案するには教育省内の専門家やブレインのような人の力
も必要となるでしょう。評議会のメンバーにどういう人を入れるかというところで，
もう少し地域の代表，学生の代表などを入れるべきだと思います。また地方において
は，日本ほどの教育政策・内容に係る自由が保障されていないため，国レベルにある
ような評議会を地方レベルでも創設してもよいのではと考えます。また，学校レベル
の教育審議会や行政審議会を日本の学校運営協議会のような組織に改編し，一般市民
や父母などが学校運営に携われるようにすることで四権分立を確保することが考えら
れると思います。コスタリカではどちらかといえば四権分立に近いことを国レベルで
はしているので，地方にもう少し徐々に下ろしていけたらいいのではないかと考えま
す。
　他方，日本では逆に，コスタリカの良いところを参考にし，先ほど紹介した教育最
高評議会のような組織を創立者の提案された「教育センター」として国レベルにおい
て創設するのが妥当ではないでしょうか。そこでは教育者や父母，学生，行政官，市
民の代表が集い合議制によって教育政策や内容に係る事柄を決定していくことが考え
らえます。地方レベルにおいては，教育委員会の教育長はコスタリカでいうところの
教育最高評議会の事務局長のような役割に限定し，教育委員長，また教育委員自身の
権限を拡大し，さらに委員の選出の仕方としてコスタリカ方式を採用してもよいので
はないでしょうか。学校レベルにおいて学校運営協議会の活動に良い具体例が出てき
たら，協議会メンバーの中から教育委員会の代表を選出することもできるでしょう。
さらに教育委員会での活動が活発になれば，その中から国レベルの「教育センター」
のメンバーを選出することも可能になるでしょう。このように日本においては，学
校・地方レベルから国レベルに順々に四権分立を実現していくことが考えられます。
　以上，簡単ではありますが，四権分立の私案について日本とコスタリカの 2か国を
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例として紹介させていただきました。ありがとうございました。
